
平成２１年度 島本町水道事業報告書 

１．概  況 

(１)総括事項 

 ①給水状況について 

 本年度における給水人口は、２万９，４８２人（前年度２万９，６０５人）で、前年度

に比べて１２３人の減少となり、行政区域内人口も２万９，４９８人（前年度２万９，６

２１人）で、前年度に比べて１２３人減少しています。 

 一日最大配水量は、前年度に比べて２７９㎥（２．６％）減の１０，４３５㎥、一日平

均配水量は、前年度に比べて２７２㎥（２．９％）減の９，００６㎥となりましたが、前

年度同様１万㎥を大きく割り込んでいます。また、年間総配水量は、３２８万７，２８７

㎥（前年度３３８万６，５６２㎥）で前年度に比べて９万９，２７５㎥（２.９％）の減

少、年間有収水量は、３０６万１，４５１㎥（前年度３０８万４，１６３㎥）で前年度に

比べて２万２，７１２㎥（０.７％）減少しています。なお、有収率は、前年度より２．

０ポイント増加し９３.１％となりました。水需要につきましては、給水人口の減少、節

水意識の浸透や節水器具の普及により、減少傾向が続いています。 

 

 ②建設改良事業について（税込み） 

 拡張事業では、平成１９年度から平成２１年度までの３カ年で、大薮浄水場ろ過池更新工事

６億１，５３０万円を実施しておりますが、本年度中に完了しなかったため、本年度事業費３

億１９８万円を除く分を平成２２年度に繰越しました。また、国道１７１号配水管横断実施設

計業務４３０万９，２００円、平成２０年度から繰越しました大薮浄水場ろ過池更新工事に伴

う埋蔵文化財発掘調査９６８万８，３５０円を実施しました。 

また、施設整備事業では、府道西京高槻線給配水管本設工事１，４７０万円、第３低区配水

池耐震補強工事１，１７４万８，４５０円、青葉地区（第７工区）及び江川地区配水管布設工

事１，５３０万９千円、東大寺公共下水道関連配水支管移設工事１１５万５千円、山崎送水管

布設替実施設計業務２９４万円、広瀬給配水管布設替外実施設計業務３００万３千円、平成２



０年度から繰越しました山崎給配水管布設替工事１，７０１万円を実施しました。 

 

 ③経営について 

イ 収益的収支（税抜き） 

 収入総額は、６億８２３万８，０１１円（前年度対比△１０５万８，５１０円、０.２％

減、以下（ ）内は、前年度対比の増減額及び増減率）、支出総額は、５億３，６６０万

３，４８１円（２０４万５，０５６円、０．４％増）で当年度純利益は、７，１６３万４，

５３０円(△３１０万３，５６６円、４.２％減）となりました。累積では、２億５，３９

７万８，４５７円の黒字となっています。 

 主な収入としましては、営業収益で、水道料金５億４，８１０万７５７円（△１５０万

３，５１７円、０.３％減）、営業外収益で負担金９９３万３，３５０円（△７３万８，０

９８円、６．９％減）、下水道受託収益９７３万３３７円（△２６万８，２２７円、２.７％

減）、他会計繰入金（退職に伴う一般会計負担分他）２，９５１万６６２円（５１５万９，

４４５円、２１．２％増）です。 

 主な支出としましては、営業費用で人件費（退職給与金を除く）７，６４７万３，８５

０円(△８６万２，９２４円、１．１％減)、減価償却費で１億３，６３５万３２６円（△

７２６万８，９２７円、５.１％減）、営業外費用で支払利息２５５万３，２８２円（△７

０万２７８円、２１.５％減）、他会計繰出金（一般会計職員退職に伴う水道会計負担分）

３，９５３万３，６０５円（２，４５４万６，９２５円、１６３．８％増）です。 

 

  ロ 資本的収支（税込み） 

 収入総額は、１億５，３１３万９，７１０円（８，７９１万３，４６０円、１３４．８％

増）、支出総額は、４億１，１４６万６，００８円（２億７，６３５万９，１６６円、２

０４．６％増）で、差引２億５，８３２万６，２９８円の資金不足を生じましたが、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、減債積立金、過年度分損益勘定留保資金で

補てんしました。 



 主な収入としましては、大薮浄水場ろ過池更新工事に伴う企業債（地方公共団体金融機

構分)９，５７０万円（９，５７０万円、皆増）、加入金１，８１２万円（△１４０万円、

７．２％減）、工事負担金３，７２４万１千円（△４０３万５，２５０円、９．８％減）、

特別開発負担金７６万円（△３６７万円、８２．８％減）、統合水道事業元利償還金の繰

入金として他会計出資金１３１万８，７１０円（１３１万８，７１０円、皆増）です。な

お、企業債のうち政府資金の１億４，０７０万円については、起債前借のため、大薮浄水

場ろ過池更新工事が完了するまで一時借入金として受け入れしています。 

主な支出としましては、拡張事業費３億２，１４３万７，５５０円（２億６，２７９万

１，０８９円、４４８．１％増）、施設整備事業費６，５８６万５，４５０円（１，４８

７万９，５５０円、２９．２％増）、企業債償還金８５２万１，４２０円(△３１８万８，

７３６円、２７．２％減）です。 

 これらの結果、本年度末における資金余裕額は、前年度より２，６２１万４，４８２円

減の１２億９，８９９万３，５５８円となりました。また、引当金につきましては、修繕

引当金では２８万４，８１０円を取崩し、４，７９５万４，３８４円、退職給与引当金で

は２４９万６，１００円を積立て、１億６，７５３万８，１３４円となり合計で２億１，

５４９万２，５１８円となりました。この結果、差引き正味運転資金は前年度より２，８

４２万５，７７２円減の１０億８，３５０万１，０４０円となっています。 

 以上のとおり、平成２１年度は昨年度に比べ純利益が減少いたしましたが、その要因と

しまして、営業収益の給水収益が減少し、また、営業外収益で住宅開発による負担金が減

少となったこと、及び営業外費用で退職に伴う他会計繰出金が増額となったことによるも

のです。 

今後も住宅開発等による給水人口の増加は予想されるものの、水需要者の節水意識の浸

透や節水器具の普及により、水需要は依然として減少傾向にあることから、給水収益の伸

びが見込めない状況にあり、更なる企業経営の健全化と、より一層の効率的な事業運営を

図りながら安全で安心な水の供給に努めます。 


